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はじめに

建設投資推計は，わが国の建設活動の動向を出

来高ベースで把握するもので，国内市場規模とそ

の構造を明らかにすることを目的として作成され

ている。

本年度においても，平成１９年６月に「平成１９年

度建設投資見通し」をとりまとめたので，その概

要について紹介する。

建設投資見通しの概要

平成１９年度の建設投資は，前年度比０．１％増

の５２兆３，４００億円となる見通しである。

! 平成１９年度の建設投資を政府・民間別に見る

と，政府投資は１７兆１，７００億円（前年度比６．８％

減），民間投資は３５兆１，７００億円（同３．９％増）

となり，建築・土木別には，建築投資が３１兆

２，８００億円（同２．２％増），土木投資が２１兆６００億

円（同２．９％減）となる見通しである。

" 平成１８年度の建設投資は前年度比０．３％増の

５２兆２，８００億円となる見込みである。このうち

政府投資は同５．６％減の１８兆４，３００億円，民間投

資は同３．９％増の３３兆８，５００億円と見込まれ，建

築・土木別には，建築投資が同３．０％増の３０兆

６，０００億円，土木投資が同３．３％減の２１兆６，８００

億円となる見込みである。

# 建設投資は昭和５９年度以降，平成２年度まで

民間投資の増加により前年度比プラスで推移

し，平成４年度には８４兆円に達した。その後，

主に民間建設投資の減少により平成６，７年度

は８０兆円を下回った。平成８年度は民間住宅投

資の増加により一時的に８０兆円台となったが，

平成９年度以降は７０兆円台，平成１１年度以降は

６０兆円台で推移し，平成１４年度からは５０兆円台

で推移している（表―１，図―１）。

建設投資見通しの特徴

! 国内総生産（名目）及び建設投資の推移

平成１９年度の建設投資（名目）（５２兆３，４００億

円）が国内総生産（GDP）（５２１兆９，０００億円）

に対する比率は１０．０％と見込まれる。

国内総生産（GDP）に対する建設投資の比率

は，昭和５０年代の前半までは２割程度の水準で推

移していたが，昭和５４年度以降漸減傾向となっ

た。昭和６１年度以降は拡大基調で推移し，平成２

年度には１８．１％となった。その後は再び減少基調

となり，平成１９年度は１０．０％となる見通しである

（図―２）。

平成１９年度
建設投資見通し
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図―１　建設投資額（名目）の推移�
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表―１ 建設投資（名目値） （単位：億円，％）

年 度

項 目

平成１６年度
（実績）

平成１７年度
（見込み）

平成１８年度
（見込み）

平成１９年度
（見通し）

伸 び 率

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

総 計 ５２７，７６６ ５２１，２００ ５２２，８００ ５２３，４００ △１．７ △１．２ ０．３ ０．１
建 築 ２９７，１０２ ２９７，１００ ３０６，０００ ３１２，８００ ３．６ △０．０ ３．０ ２．２
住 宅 １９０，４３０ １８９，７００ １９６，５００ ２０１，１００ １．６ △０．４ ３．６ ２．３
政 府 ６，６８２ ５，４００ ５，４００ ５，１００ △２０．８ △１９．２ ０．０ △５．６
民 間 １８３，７４８ １８４，３００ １９１，０００ １９５，９００ ２．６ ０．３ ３．６ ２．６

非 住 宅 １０６，６７２ １０７，５００ １０９，６００ １１１，７００ ７．３ ０．８ ２．０ １．９
政 府 １７，１９１ １５，１００ １４，８００ １２，２００ △２６．２ △１２．２ △２．０ △１７．６
民 間 ８９，４８１ ９２，４００ ９４，８００ ９９，５００ １７．５ ３．３ ２．６ ５．０
鉱 工 業 １６，７４３ １９，９００ ― ― ３７．９ １８．９ ― ―
そ の 他 ７２，７３８ ７２，４００ ― ― １３．６ △０．５ ― ―

土 木 ２３０，６６４ ２２４，１００ ２１６，８００ ２１０，６００ △７．８ △２．８ △３．３ △２．９
政 府 １８３，８１０ １７４，７００ １６４，１００ １５４，４００ △９．４ △５．０ △６．１ △５．９
公共事業 １６２，９３７ １５５，９００ １４５，９００ １３７，８００ △９．６ △４．３ △６．４ △５．６
そ の 他 ２０，８７４ １８，８００ １８，１００ １６，５００ △８．６ △９．９ △３．７ △８．８

民 間 ４６，８５４ ４９，３００ ５２，７００ ５６，３００ △０．７ ５．２ ６．９ ６．８

再

掲

総 計
政 府 ２０７，６８３ １９５，３００ １８４，３００ １７１，７００ △１１．５ △６．０ △５．６ △６．８
民 間 ３２０，０８３ ３２５，９００ ３３８，５００ ３５１，７００ ５．９ １．８ ３．９ ３．９

建 築
政 府 ２３，８７３ ２０，５００ ２０，２００ １７，４００ △２４．７ △１４．１ △１．５ △１３．９
民 間 ２７３，２２９ ２７６，６００ ２８５，８００ ２９５，４００ ７．１ １．２ ３．３ ３．４

土 木
政 府 １８３，８１０ １７４，７００ １６４，１００ １５４，４００ △９．４ △５．０ △６．１ △５．９
民 間 ４６，８５４ ４９，３００ ５２，７００ ５６，３００ △０．７ ５．２ ６．９ ６．８

民間非住宅建設
（非住宅建築＋土木）

１３６，３３５ １４１，７００ １４７，５００ １５５，７００ １０．５ ３．９ ４．１ ５．６

（注） 四捨五入により１００億円単位（平成１６年度は億円単位）の値としたので，各項目の合計は必ずしも一致しない。
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図―２　建設投資の国内総生産に対する比率�

（注）　国内総生産の数値は，平成17年度以前は「国民経済計算確報」，平成18年度
は平成18年１～３月期四半期別GDP速報（２次速報値）（平成19年６月），平
成19年度は政府経済見通し（平成19年１月）による。�

図―３　平成19年度建設投資の構成（名目値）�
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! 建設投資の構成

平成１９年度の建設投資の構成は，投資の主体

別には，政府投資が３２．８％，民間投資が６７．２

％，建築・土木別には，建築投資が５９．８％，土

木投資が４０．２％となる見通しである。

建設投資の構成は，投資の主体別には政府と民

間，客体別には建築と土木に分けられ，建築はさ

らに住宅建築と非住宅建築に分けられる。

建設投資のうちウエイトの高いものは，民間住

宅投資と政府土木投資である。平成１９年度の見通

しでは，建設投資全体に対して，それぞれ，３７．４

％，２９．５％となっており，この両者で建設投資全

体の６６．９％を占めている（図―３）。

政府建設投資の動向

平成１９年度の政府建設投資は，前年度比６．８

％減の１７兆１，７００億円となる見通しである。

! 平成１９年度当初予算の政府の一般公共事業費

（前年度比３．６％減：国費ベース）及び平成１９年

度地方財政計画の地方単独事業費（前年度比

１４．９％減：一般行政経費との一体的かい離是正

後）が減少すること等から，政府建設投資は前

年度比６．８％減の１７兆１，７００億円となる見通しで

ある。

" このうち，建築投資は前年度比１３．９％減の１

兆７，４００億円，その内訳では住宅投資が同５．６％

減の５，１００億円，非住宅建築投資が同１７．６％減

の１兆２，２００億円となる見通しである。

（参考１） 政府建設投資の概念区分

政府建設

投資

建築

土木

住 宅

非住宅

公共事業

そ の 他

治山，治水，海岸

道路

港湾，漁港，空港

生活環境施設

（公園，下水道，環境衛生）

災害関係

その他の公共事業

（農業基盤，林道等）

地方公営関係事業等

鉄道，電力・ガス，上

・工業用水道，その他〔 〕

３０ 建設マネジメント技術 2007年 8月号



５

（参考２） 住宅投資の概念区分

住宅投資
政府住宅

民間住宅

６

（参考３） 民間非住宅建設投資の概念区分

民間非住宅建設投資

建築

土木

非住宅

鉄道（JR，私鉄）

電気通信（NTT等）

電力（９電力等）

私営ガス

民間土地造成

その他

土木投資は前年度比５．９％減の１５兆４，４００億

円，その内訳では公共事業は同５．６％減の１３兆

７，８００億円，公共事業以外が同８．８％減の１兆

６，５００億円となる見通しである。

住宅投資の動向

平成１９年度の住宅投資は，前年度比２．３％増

の２０兆１，１００億円となる見通しである。

! 平成１９年度の新設住宅着工戸数は，景気回復

に伴う雇用環境の改善，家計の所得環境等の回

復により，引き続き底堅く増加する見通しであ

る。

" 民間住宅投資は，前年度比２．６％増の１９兆

５，９００億円となる見通しである。これに政府住

宅投資を合わせた平成１９年度の住宅投資全体で

は，前年度比２．３％増の２０兆１，１００億円となる見

通しである。

# 平成１８年度の新設住宅着工戸数は，前年度比

２．９％増の１２８万５，０００戸（１７年度：１２４万９，０００

戸）となった。利用関係別に見ると，持家は３５

万６，０００戸（前年度比０．９％増），貸家は５３万８，０００

戸（同３．９％増），給与住宅は９，０００戸（同６．９％

増），分譲住宅は３８万３，０００戸（同３．３％増）と

なっている。

また，民間住宅投資は，前年度比３．６％増の

１９兆１，０００億円，住宅投資全体では，前年度比

３．６％増の１９兆６，５００億円となる見込みである。

民間非住宅建設投資の動向

平成１９年度の民間非住宅建設投資（非住宅建

築及び土木）は，前年度比５．６％増の１５兆５，７００

億円となる見通しである。

! 平成１９年度の民間非住宅建設投資（非住宅建

築及び土木）は，景気拡大に伴い，引き続き製

造業，非製造業ともに企業の設備投資が増加を

続けると見込まれることから，前年度比５．６％

増の１５兆５，７００億円となる見通しである。

このうち，民間非住宅建築投資は，前年度比

５．０％増の９兆９，５００億円となる見通しである。

また，民間土木投資は，前年度比６．８％増の

５兆６，３００億円となる見通しである。

" 平成１８年度の民間非住宅建築は，投資ベース

では，前年度比２．６％増の９兆４，８００億円となる

見込みである。

また，民間土木投資は，前年度比６．９％増の

５兆２，７００億円となる見込みである。
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